
 

第４３回 海外事業活動基本調査（2013年7月調査）概要 

 

 

 製造業の海外生産比率（国内全法人ベース、20.3％）、海外設備投資比率 

（25.8％）とも、過去最高水準。 

 現地法人の売上高は前年度比9.2％の増加。経常利益、当期純利益、当期内部留保額

は減少。製造業の設備投資額は前年度比23.8％増と３年連続の増加。 

 海外現地法人従業者数は558万人と過去最高水準。一方で中国は微減。 

 製造業における研究開発費は5,009億円と過去最高水準。日本側出資者向け支払いは

3.2兆円と過去最高水準。 

 

今回調査のポイント 

１．製造業の海外生産比率、海外設備投資比率とも、過去最高水準。 

（１）製造業の海外生産比率（国内全法人ベース）は、20.3％（前年度と比べ2.3％ポイントの上昇）  

      と過去最高（2007年度、19.1％）を1.2％ポイント上回った。業種別にみると、輸送機械 

（40.2％）、 情報通信機械（28.3％）、はん用機械（26.6％）などの海外生産比率が高い。 

（２）海外設備投資比率は、25.8％、前年度と比べ4.3％ポイント上昇で前年に引き続き過去最高水準を

上回った。業種別にみると、輸送機械（前年度比32.4％増）、業務用機械（同118.5％増）、情報

通信機械（同14.1％増）などが増加。地域別にみると、北米（前年度比41.3％増）、アジア 

（同26.5％増）の増加率が高い。 

 

２．現地法人の売上高は増加。経常利益、当期純利益、当期内部留保額は減少。 

製造業の設備投資額は３年連続の増加。 

（１）売上高は、199.0兆円、前年度比9.2％の増加（前年・当年とも提出のあった企業のみの比較では

同7.1％増）となり、業種別にみると、輸送機械、卸売業が増加、地域別にみると、アジア、北米

が増加した。 

（２）経常利益は、7.6兆円、前年度比▲28.1％減少（同▲31.8％減）、当期純利益は、6.5兆円、前年

度比▲12.6％減少（同▲20.6％減）、当期内部留保額は、1.8兆円、前年度比▲51.6％減少 

（同▲47.1％減）とともに減少。 

（３）設備投資額（製造業）は、3.8兆円、前年度比23.8％増と3年連続の増加（前年・当年とも提出の

あった企業のみの比較では同15.0％増）。 

 

３．海外現地法人従業者数は過去最高水準。一方で中国は微減。 

（１）2012年度末における現地法人従業者数は、558万人、前年度に比べ6.8％増（前年・当年とも提出

のあった企業のみの比較では同2.3％増）と前年に引き続き過去最高水準。 

（２）業種別にみると、製造業（436万人、前年度比6.2％増加）、非製造業（122万人、同9.2％増加）

とも過去最高水準。地域別にみると、ASEAN4（143万人、同6.9％増）が増加、一方、中国（168万

人、同▲0.2％減）は微減。 

 

４．製造業における研究開発費は過去最高水準。 

製造業における研究開発費は、5,009億円、前年度比27.3％増加（前年・当年とも提出のあった企

業のみの比較では同15.8％増）と過去最高水準。海外研究開発費比率は4.4％、前年度と比べて0.9

％ポイントの上昇。製造業の1社当たり研究開発費は3.4億円、前年度比18.8％増加。業種別にみる

と、輸送機械、生産用機械などを中心に増加。地域別にみると、アジア、欧州で増加し、北米が減

少。 

５．日本側出資者向け支払いは過去最高水準。 

日本側出資者向け支払い（配当金、ロイヤルティ等）は、3.2兆円、前年度比16.7％の増加と過去

最高水準。業種別にみると、輸送機械、卸売業、化学などが増加し、電気機械が減少。地域別にみ

ると、北米、アジア、欧州とも増加。 

2012年度における現地法人の動向は 



 

１．現地法人分布の状況 

 

・2012年度末における現地法人数は、2万3,351社。製造業が1万425社、非製造業は1万2926社。

全産業に占める割合は、製造業が44.6％（前年度と比べ▲0.5％ポイント低下）、非製造業が

55.4％（前年度と比べ0.5％ポイント上昇）（1表）。 

・地域別にみると、アジアの現地法人数は増加（2表）。 

・アジアは1万5234社と全地域の65.2％を占め、なかでも中国が7,700社（全地域に占める割合

が33.0％、前年度と比べ2.5％ポイント上昇）。ベトナム、インド等のその他アジアは1,153

社（同4.9％、同0.4％ポイント上昇）と全地域に占める割合は拡大傾向にある（2表、1図）。 

 

 1表 業種別現地法人分布 2表 地域別現地法人分布 

 

 

1図 現地法人の地域別分布比率の推移 

 

（単位：上段は社、下段は構成比で％）
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２．現地法人の撤退及び進出の状況 

 

・2012年度に進出先から撤退注１した現地法人数は、510社（前年度と比べ62社減）。製造業（2

16社､同1社増）は増加、非製造業（294社､同▲63社減）は減少（2図）。 

・撤退比率注２は、2.1％（前年度と比べ▲0.8％ポイント低下）。地域別にみると、欧州が3.

2％（同▲0.6％ポイント低下）、中国が2.4％（同▲0.3％ポイント低下）と低下に寄与（3

表）。 

・2012年度に進出した現地法人の割合を新規設立・資本参加時期注３別及び地域別にみると、 

北米、ASEAN4、NIEs3などに進出した企業の割合が上昇、中国、欧州などに進出した企業の割

合が低下（3図）。 

 

2図 撤退現地法人数の推移 

 
 

3表 現地法人の地域別撤退数及び撤退比率の推移 

 
 

3図 新規設立・資本参加時期別現地法人の地域別割合 

 

 注1.撤退とは「解散、撤退・移転」及び「出資比率の低下（日本側出資比率が0％超10％未満となった。）」をいう。 

 注2.撤退比率＝12年度撤退現地法人数／(12年度対象現地法人総数＋11年度撤退現地法人数)×100.0 

 注3.新規設立・資本参加時期は、当該年度の調査において、新規に設立された現地法人について集計したもの。 

（単位：社） （単位：％）
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３．現地法人の雇用の状況 

 

・2012年度末における現地法人従業者数は、558万人、前年度比べ6.8％増（前年・当年とも提

出のあった企業のみの比較では同2.3％増）（4表）。 

・製造業は436万人、前年度比6.2％増加。業種別にみると、輸送機械（144万人、前年度比6.

4％増）、繊維（18万人、同34.4％増）などが増加、情報通信機械（76万人、同▲4.4％減）

などが減少。非製造業は122万人、同9.2％増加。業種別にみると、卸売業（48万人、同13.

0％増）、情報通信業（14万人、同6.3％増）などが増加（4表、4図)。 

・地域別にみると、アジア（394万人、前年度比5.6％増）、北米（66万人、同9.3％増）、欧州

（53万人、同14.4％増）が増加（5図）。 

・アジアでは、ASEAN4（143万人、前年度比6.9％増）、NIEs3（28万人、同13.3％増）が増加、

中国（168万人、同▲0.2％減）が減少（6図）。 

 

4表 現地法人従業者数の推移 

 

4図 現地法人従業者数（主要業種別） 

 

 5図 現地法人従業者数（地域別） 6図 現地法人従業者数（アジア） 

 

（単位：万人、％）

前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

全 産 業 452 ▲ 4.8 470 4.1 499 6.2 523 4.7 558 6.8

  製 造 業 357 ▲ 9.8 368 3.2 397 7.9 411 3.4 436 6.2

  非製造業 95 19.9 102 7.3 102 0.0 112 9.5 122 9.2
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４．現地法人の売上高の状況 

 

・2012年度の現地法人の売上高は、199.0兆円、前年度比9.2％の増加（前年・当年とも提出の

あった企業のみの比較では同7.1％増）（7図）。 

・製造業は98.4兆円、前年度比11.4％増加。業種別にみると、輸送機械（44.8兆円、前年度比1

4.9％増）､業務用機械（2.9兆円、同24.2％増) などが増加。非製造業は100.6兆円、同7.1％

増加｡業種別にみると､卸売業（72.4兆円､同6.4％増）などが増加（7図､8図）。 

・地域別にみると、アジア（89.3兆円、前年度比11.9％増）、北米（57.9兆円、同14.1％増）

が増加し、欧州（31.1兆円、同▲0.6％減）は減少。アジアでは、ASEAN4、NIEs3、中国とも

増加（9図、10図）。 

 

7図 現地法人売上高の推移 

 

 

8図 現地法人売上高（主要業種別） 

 
 9図 現地法人売上高推移（地域別） 10図 現地法人売上高推移（アジア） 
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５．海外生産比率  

 

・製造業の海外生産比率（国内全法人ベース）注1は、20.3％、前年度と比べ2.3％ポイント 

の上昇と過去最高水準（11図）。 

・これを業種別注2にみると、輸送機械（40.2％）、情報通信機械（28.3％）、はん用機械 

（26.6％）などの海外生産比率が高い（5表）。 

 

11図 海外生産比率の推移（製造業） 

 

5表 業種別海外生産比率の推移（国内全法人ベース（製造業）） 

 

注１．国内全法人ベースの海外生産比率＝現地法人(製造業)売上高/(現地法人(製造業)売上高＋国内法人(製造業)売上高)×100.0 

    海外進出企業ベースの海外生産比率＝現地法人(製造業)売上高/(現地法人(製造業)売上高＋本社企業(製造業) 売上高)×100.0 

注２．07年度及び08年度の業種別海外生産比率は、法人企業統計が旧分類業種で集計していたために、調査結果を旧分類業種で組 

み替え、集計・算出した。なお、09年度からは、新分類業種での表章となっている。 

出典 国内法人売上高：法人企業統計（財務省） 
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03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度

 製造業計 15.6 16.2 16.7 18.1 19.1 17.0 17.0 18.1 18.0 20.3

 　食料品 4.9 4.4 4.2 4.2 4.9 3.8 4.7 5.0 4.9 5.7

 　繊維 8.4 7.3 6.3 9.0 11.1 9.5 6.2 6.2 8.3 11.9

 　木材紙パ 3.8 4.2 3.0 4.7 4.2 4.2 3.7 4.5 4.3 4.7

 　化学 13.6 15.3 14.8 17.9 16.6 17.4 15.1 17.4 18.5 19.5

 　石油・石炭 1.6 1.8 2.6 4.4 2.5 1.3 1.6 2.4 5.2 9.8

　 窯業・土石 5.3 6.3 6.6 12.0 10.7 11.8 11.6 13.6 10.7 15.2

 　鉄鋼 9.4 10.6 9.6 10.6 11.7 10.3 10.7 11.2 10.2 11.5

 　非鉄金属 7.9 9.4 10.2 10.3 12.1 11.0 11.8 14.7 14.8 15.3

　 金属製品 1.6 1.7 2.2 2.6 3.4 2.5 2.8 3.9 3.7 5.3

　 はん用機械 21.2 28.3 24.8 26.6

　 生産用機械 8.0 11.1 11.5 11.8

　 業務用機械 12.9 13.8 15.0 18.4

 　一般機械 10.7 11.7 13.1 14.3 14.4 12.8

 　電気機械 23.4 9.5 11.0 11.8 11.5 13.0 13.0 11.8 12.8 14.3

　 情報通信機械 33.1 34.9 34.0 32.2 28.1 26.1 28.4 26.7 28.3

 　輸送機械 32.6 36.0 37.0 37.8 42.0 39.2 39.3 39.2 38.6 40.2

 　精密機械 12.8 12.4 13.8 8.9 9.4 7.9

 　その他の製造業 6.0 7.9 9.4 9.7 9.3 9.1 8.7 9.1 11.5 12.8



 

６．製造業現地法人の販売先の状況 

 

・2012年度の製造業現地法人の現地及び域内販売比率注1を地域別にみると、北米が93.7％、欧

州が84.2％、アジアが75.4％となっている。 

・日本への販売比率は、アジアが18.6％、北米が2.5％、欧州が3.2％。 

・2003年度と比べると、現地販売比率では、北米（▲19.3％ポイント低下)、欧州（▲12.5％ポ

イント低下)が大幅に低下、アジア（6.3％ポイント上昇)が上昇。域内販売比率では､北米 

（17.6％ポイント上昇)が大幅に上昇（12図、6表）。 

 

12図 製造業現地法人の販売先（売上高）の状況 

 

注１. 現地：我が国海外進出企業の立地する国 

   域内：我が国海外進出企業の立地する国以外の同じ地域（地域区分：北米、アジア、欧州等） 

   現地・域内販売比率 = 現地・域内販売額（売上高）／地域の総販売額（売上高計）×100.0  

注２．販売総額には、その他の地域への販売額を含む

6表 現地・域内販売比率及び日本への販売比率の

2003年度・2012年度比較 

（単位：％）

03年度 12年度 差分 03年度 12年度 差分 03年度 12年度 差分

北 米 95.3 93.7 ▲ 1.6 87.3 68.0 ▲ 19.3 8.0 25.6 17.6

ア ジ ア 70.1 75.4 5.3 50.8 57.1 6.3 19.3 18.3 ▲ 1.0

欧 州 94.4 84.2 ▲ 10.2 53.8 41.3 ▲ 12.5 40.5 42.8 2.3

03年度 12年度 差分

北 米 2.2 2.5 0.3

ア ジ ア 22.0 18.6 ▲ 3.4

欧 州 2.0 3.2 1.2

現地販売比率 域内販売比率

日本への販売比率

現地・域内販売比率

《２０１２年度》 単位：10億円

899[1.7%]        9,290[84.2%]
41,057[75.4%]   4,562[41.3%]

31,091[57.1%] 259[2.3%]   4,728[42.8%]

9,966[18.3%]

　10,107[18.6%]
354[3.2%]

日本
 1,313  [2.4%] 345[1.3%] 

 
   522[4.7%]

257[1.0%] 　 628  [2.5%]

　 北米
現地販売額＋ 域内販売額
　現地販売額
　域内販売額

[　]は、各地域の販売総額
に対する占有率
地域名下は、販売総額

11,038

欧州

　

25,574

アジア
54,443

23,952[93.7%]
17,392[68.0%]

 6,560[25.6%]

《２００３年度》 単位：10億円

18,166[70.1%] 733[2.8%]      12,987[94.4%]

13,173[50.8%] アジア   欧州 7,409[53.8%]

4,992[19.3%] 120[0.9%] 5,578[40.5%]

　5,693[22.0%]
270[2.0%]

日本
   863 [3.3%] 200[0.7%] 

 
   199[1.4%]

209[0.8%] 　 598  [2.2%]

北米

　

13,758

26,325[95.3%]

25,912

24,115[87.3%]

2,210[ 8.0%]

27,633



７．製造業現地法人の調達先の状況 

・2012年度の製造業現地法人の現地・域内調達比率注１を地域別にみると、アジアが71.0％、北

米が65.3％、欧州が64.4％を現地及びその各域内から調達。

・日本からの調達比率は、北米が28.6％、欧州が28.6％、アジアが26.7％。

・2003年度と比べると、現地調達比率では、北米、アジア、欧州ともに上昇。なかでも欧州

（13.2％ポイント上昇）は、大幅に上昇。一方、日本からの調達比率は、欧州、北米、アジ

アともに低下（13図、7表）。

13図 製造業現地法人の調達先（仕入高）の状況 

注１. 現地：我が国海外進出企業の立地する国

域内：我が国海外進出企業の立地する国以外の同じ地域（地域区分：北米、アジア、欧州等）  

　　　現地・域内調達比率 = 現地・域内調達額（仕入高）／地域の総調達額（仕入高計）×100.0 

注２．調達額総額には、その他の地域からの調達額を含む  

7表 現地・域内販売比率及び日本からの調達比率の

2003年度・2012年度比較 

（単位：％）

03年度 12年度 差分 03年度 12年度 差分 03年度 12年度 差分

北 米 62.4 65.3 2.9 58.1 61.4 3.3 4.2 3.9 ▲ 0.3

ア ジ ア 67.6 71.0 3.4 53.7 60.3 6.6 13.9 10.6 ▲ 3.3

欧 州 56.8 64.4 7.6 28.7 41.9 13.2 28.1 22.4 ▲ 5.7

03年度 12年度 差分

北 米 33.7 28.6 ▲ 5.1

ア ジ ア 30.6 26.7 ▲ 3.9

欧 州 37.6 28.6 ▲ 9.0

日本からの調達比率

現地・域内調達比率
現地調達比率 域内調達比率

《２００３年度》

単位：10億円

12,713[67.6%]
10,092[53.7%] 5,643[56.8%]
2,621[13.9%] 2,853[28.7%]

アジア 368[3.7%] 欧州 2,790[28.1%]

106[0.6%]

5,753[30.6%]  3,740[37.6%]

日本
559[2.9%] 182   [1.8%]

   110[0.6%]   93[0.5%]

北米
19,612

  827[ 4.2%]

18,808 9,939

　6,617  　[33.7%]

11,403[58.1%]
12,230[62.4%]

《２０１２年度》
単位：10億円

27,299[71.0%]
23,208[60.3%] 4,056[64.4%]
 4,091[10.6%] 2,642[41.9%]

329[5.2%] 1,414[22.4%]

アジア 欧州
194[0.5%] 6,300

10,270[26.7%]  1,805[28.6%]

日本
763[4.7%]   66 [1.0%]

   296[0.8%]   121[0.7%]

現地調達額＋ 域内調達額

北米 　現地調達額
　域内調達額

[　]は、各地域の調達総額
に対する占有率
地域名下は、調達総額

10,645[65.3%]
10,016[61.4%]
 629[ 3.9%]

　4,663 　[28.6%]

38,461

16,302



 

８．現地法人の収益の状況 

 

・2012年度の現地法人の経常利益は、7.6兆円、前年度比▲28.1％減少（前年・当年とも提出の

あった企業のみの比較では同▲31.8％減）。製造業は4.2兆円、前年度比2.2％増。非製造業

は3.5兆円、同▲46.8％減となった。（14図）。 

・地域別にみると、北米（1兆4880億円、前年度比▲21.1％減）、欧州（7284億円、同▲30.7％

減）は減少、アジア（4兆1,599億円、同5.3％増）は増加となった（15図）。 

・売上高経常利益率注は3.9％、前年度と比べ▲2.0％ポイント低下。国内法人の水準を0.4％ポ

イント上回っている。製造業は4.6％、同▲0.3％ポイント低下したものの、6年連続して国内

法人の水準を上回った（8表）。 

 

14図 現地法人経常利益の推移 

 

15図 現地法人経常利益（地域別） 

 
8表 現地法人売上高経常利益率の推移 

 

  注.売上高経常利益率＝経常利益／売上高×100.0 （経常利益､売上高ともに回答のあった現地法人で算出した。) 

    出典 国内法人売上高経常利益率：法人企業統計（財務省）
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９．現地法人の利益処分の状況 

 

・2012年度の現地法人の当期純利益は、6.5兆円、前年度比▲12.6％減少（前年・当年とも提出

のあった企業のみの比較では同▲20.6％減）。製造業は3.2兆円、同5.0％増加、非製造業は 

3.2兆円、同▲25.0％減少（16図）。 

・2012年度の現地法人の当期内部留保額注1は、1.8兆円、前年度比▲51.6％減少（前年・当年と

も提出のあった企業のみの比較では同▲47.1％減）。製造業は1.0兆円、同▲15.8％減少、非

製造業は0.8兆円、同▲67.4％減少。 

・内部留保残高注2は、28.7兆円、前年度比21.9％増加（前年・当年とも提出のあった企業のみ

の比較では同17.6％増）（17図、9表）。 

 

16図 当期純利益の推移 

 

17図 当期内部留保額及び内部留保残高の推移 

 
 

9表 当期内部留保額及び内部留保残高の推移

 

  注１．当期内部留保額＝当期純損益－配当金  
注２．内部留保残高＝自己資本－資本金－資本準備金 

（単位：億円、％）

2011年度 2012年度 前年度比 2011年度 2012年度 前年度比

全産業 36,857 17,857 ▲ 51.6 235,419 287,006 21.9

製造業 11,306 9,518 ▲ 15.8 92,438 117,448 27.1

非製造業 25,551 8,338 ▲ 67.4 142,981 169,559 18.6
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（単位：百万円、％）

前年度差 前年度比 前年度差 前年度比

全地域 288 3 1.1 342 54 18.8

　北米 583 41 7.6 569 ▲ 14 ▲ 2.4

　アジア 137 ▲ 11 ▲ 7.4 192 55 40.1

　欧州 559 ▲ 42 ▲ 7.0 693 134 24.0

11年度 12年度

１０．現地法人の研究開発費の状況 

 

・2012年度の製造業における研究開発費は、5,009億円、前年度比27.3％増加（前年・当年とも

提出のあった企業のみの比較では同15.8％増）と過去最高水準。 

・海外研究開発費比率注は4.4％、前年度と比べて0.9％ポイントの上昇（18図）。 

・製造業の1社当たり研究開発費は3.4億円、前年度比18.8％増加。 

・業種別にみると、輸送機械、生産用機械などを中心に増加（10表）。 

・地域別にみると、アジア、欧州で増加し、北米が減少（11表）。 

 

18図 現地法人研究開発費及び海外研究開発費比率の推移 （製造業） 

 

10表 製造業の１社当たりの研究開発費（主要業種別） 

 
11表 製造業の１社当たり研究開発費（地域別） 

 

 注． 海外研究開発費比率＝現地法人研究開発費／(現地法人研究開発費＋国内研究開発費)×100.0 

  出典  国内研究開発費：科学技術研究調査報告（総務省）における「会社等の社内使用研究費（費用額）」

　　（単位：百万円、％）

前年度差 前年度比

製 造 業 288 342 54 18.8
化    学 469 445 ▲ 24 ▲ 5.1
はん用機械 84 89 5 6.0
生産用機械 258 378 120 46.5
業務用機械 292 258 ▲ 34 ▲ 11.6
電気機械 256 222 ▲ 34 ▲ 13.3
情報通信機械 461 520 59 12.8
輸送機械 335 528 193 57.6

11年度 12年度
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１１．現地法人の設備投資額の状況 

 

・2012年度の製造業における現地法人の設備投資額は、3.8兆円、前年度比23.8％増と3年連続

の増加（前年・当年とも提出のあった企業のみの比較では同15.0％増）。 

海外設備投資比率注 は、25.8％、前年度と比べ4.3％ポイント増加（19図）。 

・設備投資額を業種別にみると、輸送機械（前年度比32.4%増）、業務用機械（同118.5％増）、

情報通信機械（同14.1％増）などが増加（20図）。 

・地域別にみると、北米（前年度比41.3％増）、アジア（同26.5％増）、欧州（同8.8％増）が

増加。アジアでは、中国、ASEAN4が増加し、NIEs3が減少（21図、22図）。 

 

 

19図 現地法人設備投資額及び海外設備投資比率の推移（製造業） 

20図 現地法人設備投資額（製造業主要業種別） 

 

 21図 現地法人製造業の設備投資額（地域別） 22図 現地法人製造業の設備投資額（アジア） 

 

 注.海外設備投資比率（製造業）＝ 現地法人設備投資額（製造業）／(現地法人設備投資額（製造業） 

   ＋ 国内法人設備投資額（製造業）)×100.0 

 出典 国内法人設備投資額：法人企業統計（財務省） 
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１２．投資決定のポイントについて 

 

・2012年度の投資を決定した際のポイントは、「現地の製品需要が旺盛又は今後の需要が見込

まれる。」と回答した企業の割合が7割弱と最も高い。これに続き、「納入先を含む、他の日

系企業の進出実績がある。」、「進出先近隣三国で製品需要が旺盛又は今後の拡大が見込ま

れる。」、「良質で安価な労働力が確保できる。」となっている（23図）。 

・この上位4位の要因を時系列でみると、「納入先を含む、他の日系企業の進出実績がある。」

の割合が引き続き拡大した。今後の需要拡大については、「現地の製品需要が旺盛又は今後

の需要が見込まれる。」の割合が4年ぶりに低下した一方で、「進出先近隣三国で製品需要が

旺盛又は今後の拡大が見込まれる。」が5年連続で拡大しており、進出先近隣の需要拡大を投

資の決定ポイントとする割合は、高くなってきている。「良質で安価な労働力が確保でき

る。」を投資の決定ポイントとする割合は、引き続き低くなってきている（23図）。 

 

 

23図 投資決定のポイントの上位４項目の時系列比較 

 

 

 
調査の内容： 
・ 調査の対象は本社企業 
・ 2012年度に新規投資、または追加投資を行った企業に対して、投資を決定した際のポイントについて、該当する項目を3項

目まで選んだものを集計したもの。 
・ 構成比は、回答企業総数に対する該当項目の回答企業数の比率 
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１３．現地法人の日本側出資者向け支払の状況 

 

・2012年度の現地法人からの日本側出資者向け支払い（配当金、ロイヤルティ等）は、320百億

円、前年度比16.7％の増加。（24図）。 

・現地法人からの日本側出資者向け支払いを地域別にみると、北米（前年度比4.6％増）、アジ

ア（同22.0％増）、欧州（同57.0％増）は増加。アジアでは、中国、ASEAN4及びNIEs3が増加。

（25図、26図）。 

・主要業種別でみると、輸送機械（前年度比44.9％増）、卸売業（同22.4％増）、化学（同50.

1％増）などが増加し、電気機械（同▲10.5％減）が減少（27図）。 

 

24図 現地法人の日本側出資者向け支払い推移（全産業） 

 
 

 

 

25図 現地法人の日本側出資者向け支払い（地域別）  26図 現地法人の日本側出資者向け支払い（アジア） 

 

27図 現地法人の日本側出資者向け支払い（主要業種別） 
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注.24図中、配当金の05，06年度の数値は調査していない。 
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１４．現地法人からの配当金について 

 

・現地法人からの配当金については、短期（今後1～2年）には48％の企業が「変化なし」、 

12％の企業が「増加させる」と回答。このうち増加させる意向の企業のうち22％は前年度比 

10％以上50％未満の増加、21％は前年度比10％未満の増加と回答（28図、29図）。 

・中長期でみると、33％の企業が「変化なし」、18％の企業が「増加させる」と回答。増加さ

せる意向の企業のうち22％は、前年度比10％以上50％未満の増加と回答した（28図、29図）。 

・現地法人からの配当金の用途としては、短期・中長期とも「分からない」と回答した企業が

最も多く、「研究開発・設備投資」と回答した企業が、短期で19％、中長期で22％となって

いる（30図）。 

 

28図 現地法人からの配当金について 

 

29図 増加の割合（「増加させる」と回答した企業） 

 
 

30図 現地法人からの配当金の用途（複数回答可） 

 
調査の内容： 
・ 調査の対象は本社企業 
・ 現地法人から本社企業への配当金について、今後の方針として、増やすかどうか、どのような用途に使う方針かを、短期 

（今後1～2年）、中長期（今後3～5年）に分けて、該当する項目を選んだものを集計したもの。 
・ 構成比は、回答企業総数に対する該当項目の回答企業数の比率 
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